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要約：

　近年のわが国の保育界においては、従来型の保育からの脱皮と新しい保育ネットワークを確立することの必要性と

課題が特に重要性を増しっっある。このため、保育動向を多面的に分析し、今後の方向性を検討し、具体的なあり方

を提言した6

　第1に、保育二一ズヘの対応の面から分析し、これまでの保育制度の主柱をなしてきた保育所が充実する一方、制

度と保育二一ズとが徐々に遊離し、いわゆる無認可保育施設の数が増大し・また公的保育を補完ずる私的保育サービ

スが普及したことにより、保育制度の抜本的見直しと、家庭のみならず子どもにとっての保育二一ズに対応する必要

性が高まっていることを指摘した0

1第2に、このための保育ネットワークの構築のあり方について検討を加え・公的保育の必肇な範囲・程度を明らか

にするとともに、広がりっつある私的保育の公益性、公共性を重視し・心理的親・社会的親としての役割を担う保育

資源、保育者Φ相互協力、連携が求められることを指摘した。

　第3に、保育サービスにおける今後の方向を提示し・保育サービスにおける公私の連携を図るための課題を分析し

た。近年特に注目されっつある訪問保育・在宅保育を公的保育の一環として位置づけること・また家庭内保育をも包

含した保育ネットワークを構築することの意義を指摘した。

見出し語；保育ネットワーク、在宅保育・家庭的保育・公私の連携・社会的親
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1　目的

　保育二一ズの多様化、育児と仕事の両立等の近年の動

向iむ保育をめぐる今後の課題を次々に提起している。

とりわけ、従来型保育からの脱皮と新しい保育ネットワ

ークを確立することの必要性と課題は、近年特に重要性

を増しっっある。このため、保育ネットワークを確立す

ることの必要性の背景及び今後の方向性を検討し、具体

的なあり方を提言するものである。

H　視点

　本稿では以下の視点から保育動向を分析する。

1〉保育をめぐる課題のうち特に重要な点は、近年保育

　二一ズヘの対応が不十分であると言われている状況を

　分析し、この問題にどう対応するかが緊要な課題であ

　るoこのため、制度上の問題、課題並びにサービスや
　施策上の問題、課題を分析し、検討を加えち必要があ

　る0
2〉従来の対応からみて、「点」としてのサービスから

　「線」乏してのサービス、更に「面」としてのサービ

　スの展開を考慮することが不可欠である。このため、

　これらが機能するシステムとしての保育ネットワーク

　をどのように構築するかにっいて検討を加える必要が

　あるo

3）これまでの保育二一ズヘの対応や保育システムの中

　で、重視されにくかった事項として重要なものに、保

育サービスにおける公私の連携の問題がある。今後の

保育の展開にあたっては、上記の二点の検討と共にこ

　の問題を抜きにしてすすめることは出来ない。このた

め、これまで論議されることが少なかった公私の役割

分担と連携のあり方にっいて検討を加える必要がある。

何を問わずに概観してみる1〕。大別すると、家庭内保育

と家庭外保育に、そして個別保育と集団保育に各2分さ

れる。これは保育が行われる場が子ども自身の家庭であ

るか否か並びに形態が個人的か集団的であるか否かで、

大別するものである。これは、子どもにとって保育環境

としての家庭の重要性並びに個別性を基準にしていると

いえる。

　家庭内保育とは、対象となる子どもの家庭を本拠にし

て行われる保育であり、身内・親族による保育、近隣、

知人あるいは保育者による訪問保育および住み込み保育

の3つに分けられる。一方家庭外保育とは、対象となる

子どもの家庭以外で行われる保育である。知人・近隣の

家庭での保育と、いわゆる保育ママなどの保育者による

家庭的保育は、個別保育が主であり、それと家庭外の保

母などの保育者による集団的な保育・教育の場における

施設保育に分けられる。この施設保育は保育所と、ベビ

ーホテルなどのその他の保育施設、企業内保育などに分

けられる。保育所は、母親の就労などで保育に欠けてい

る場合に利用することを目的とする児童福祉施設であり、

わが国の保育の．態様として主柱をなしている・

　世界に共通している保育の．態様の流れは、保育制度の

整備に伴6て家庭外保育のウエイトが高くなっている。

諸外国では・乳児だけでなく幼児の保育も｛保育所に加

えて家庭的保育が重要視され、保育ママの制度が普及し

ている。

　これに対して・わが国は・保育制度としての態様を保

育所による集団保育に限っている点では数少ない国であ

る。保育制度の整備とともに保育所が主柱となり、保育

イコール保育所というほどになっている。地方自治体に

よっては家庭的保育を制度として導入しているところは

あるが、十分ではないoこのわが国の保育所だけによる

保育という国の制度は発足後40年以上たち、多様化する

保育二一ズに十分応えることが難しくなっており、保育

所を骨格とした冑捜i疲労ともいわれるようになってきたo
皿　 保育動向の分析

L2保育制度と保育所
　本稿では、以上の視点から、実情報告、統計資料、研

究調査、報告書等のデータを多面的に分析した。各視点

ごとに以下論述する。

1，保育二一ズヘの対応

1，1保育の．態様

まず、保育の態様について公私のレベルにっいての如

　児童福祉法の制定以来、日本の保育制度の主柱として

重要な機能を果たしてきた保育所におけるソーシ》ル・

サービスの基本理念は、「保育に欠ける」子どもへの措

置にあった。急激な社会の変動と核家族などの増加とと

もに、共働き家庭や働く母親の保育二一ズの高まりによ

って・保育所の量的な拡大と整備がなされた。この過程

において忘れてならないのが、保育卸捜：の発足当初は、

保育所による集団保育について、3歳や0歳からの保育
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にっいて社会からの子育て観のうえで歓迎されたもので

はなかったという事実である。しかし、この制度への社

会的理解と認知は、保育所に通所する乳幼児の生活や発

達への貢献を通して、促進されてきたo

　これらの社会的認知と保育二一ズヘの対応によって保

育所の重的ならびに質的な充実がはかられてきた一方で、

近年は保育所を中心とする保育制度と保育二一ズとが、

徐々に遊離する方同に推移してきている6その背景には

保育二一ズの多様化がさらに進み、保育制度自体の質的

な転換が十分にはかられていないことがあげられる。？

まり、近年の保育二一ズの変化と多様性は、保育所の施

設保育による対応に限界があることを顕在化させ・保育

のソーシャル・サービスによ多多様な対応が求められる

・ようになっブヒo

　しかし、先にふれたように保育制度への社会的理解と

認知は、確実に進展してきたoそしてさらに今日では・

「保育に欠ける」子どもめみならずすべての子どもが

「保育を必要とする」状況への認識がすすみつっあり、

この点からも保育所を骨格とするこれまでの保育制度の

変革が求められている。「保育を必要とする」子どもた

ちの置かれている状況をふまえ、保育二一ズに応えるた

めには、子育て家庭の立場からの保育二一ズとともに子

どもの立場からの保育二一ズを重視し、子どものための

保育環境を整備していく必要性が増大しっっある。

　一方、 このように多様化する保育二一ズに対応してき

た保育サービスとして、非制度的サービスにふれる必要

があるo

1．3非制度的サービスの普及

　わが国の保育の歴史を見ると、公的保育や留渡的な保

育で応じきれない保育二一ズに対して、非制度的サービ

スが対応してきた。これはいわゆる無認可保育施設、そ

の他保育ママなどによる保育サービスであり、その数は

次第に増加してきた。

一1．3．1無認可保育施設

　無認可保育施設とは「児童福祉法第39条に規定する業

務（保育に欠ける乳児または幼児の保育）を目的とする

施設であって、同法第35条（児童福祉施設）第3項の認

可（都道府県知事の許可）を受けていないものであり、

具体的にはいわゆるベビーホテルのほか、事業所内保育

所、市町村等が助成の対象としている無認可保育所及び

その他の無認可保育所j（厚生省児童家庭局長通知）と

されている。

本稿では、ベビーホテル、保育ママのほか近年重要視

されっっあるベビーシッターの動向を中心に論述する。

　1．3．2ベビーホテルの動向

　ベビーホテルは「夜間（午後7時以降）保育、宿泊を

伴う保育及び乳幼児の一時預かりの形態の保育を行って

いる無認可の民問保育施設」と厚生省は定義している。

女子労働人口の増加や核家族化などで保育所の不足や保

育二一ズの多様化がすすみ、様々な形態の無認可保育施

設が出現した。その典型がベビーホテルであった。

　当時、営利中心といわれたベビーホテルは1980年頃に・

1死亡事故を多発させて、マスコミで取り上げられ社会問

題化した。ベビーホテルにっいては参考文献にも多く示

されている。行政管理庁3》は1982年に調査を実施し、行

政庁のベビーホテルの把握が不十分であるという報告を

出している。無認可保育施設は保育施設としての届け出

の義務がなかったために、施設数やその内容の実態把握

が極めて困難であったことと、当時の保育二一ズの急激

な増加とその対応の多様性を物語っているといえるであ

ろう。この調査では無認可保育施設を「保育所補完施設」

としてとらえていることは注目されるo

　このベビーホテルの問題を、社会的に明らかにしてい

るのは、堂本暁子らによる調査報告である3）。この調査

は東京都におけるベビーホテル施設ならびに利用者調査

で、これによると都内のベビーホテルは1976年以降急激

に増えている。その増加にっいて、女性労働者の急増、

職場の多様化、勤務時間の形態の変化や幅の広がりによ

って保育二舶ズが量的にも質的にも急激な変化が起きた

こと、その結果として、長時間保育、夜間保育、産休明

け保育、24時間保育、0歳児保育・一時預かり・長期預

かりなどの保育二一ズに対して、保育所だけでなく、乳

児院、養護施設等の社会福祉施設が十分に応えられなか

　った状況の中で、ベビーホテルが急増したと分析してい

るo

　ベビーホテルの実態や問題点を明らかにしたこの調査

は、社会的にインバクトを与えただけでなく、ベビーホ

テルの対策として、国や地方自治体の指導体制が強化さ

れることとなった。国は、児童福祉法の一部改正ととも

　に、ベビーホテルに長期入所している児童を対象とする

乳児院・養護施設の活用、保育所における夜間保育、延

長保育、年度途中の入所、小規模保育所の認可等を実施

　したo

　寺脇隆夫‘，は、厚生省、東京都福祉局児童部、TBS報道

局によるベビーホテルの調査からζベビーホテ少の構造

　を明らかにしている。寺脇は、従来の保育所は「公務員
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・教員型に代表される比較的安定した職場で働く子持ち

の常勤の女性労働者層」に役立っていたと指摘し、「多

くの子持ちの女性労働者が残業や変則勤務、交替制勤務

がある民間職場に大量に進出したことを主軸として、そ

の変形にすぎないパート形態の常用的労働者層や、さら

に夜問や日曜祭日営業の商店、スーバーで働く就業者層、・

あるいは風俗営業関係の従業者層等々に子持ち女性の職

場が広がっている1のに、保育所が対瑠できないことが、

ベビーホテル問題になっていると、問題提起をしている。

　さらに・ベビーホテルに対して、無認可保育施設への

立入調査権や「無認可保育施設に対する当面の指導基準」

によって指導監督が行われた。これら厚生省のベビーホ’

テル問題への迅速な対応の歴史的経緯は大嶋恭二5》が述

べている。しかし・その後も保育制度上の保育所以外の

保育施護が質、量ともに充実してきているとはいいがた

いのが現状である。

　ベビーホテルのその後の動向にっいて、厚生省児童家

庭局母子福祉課が調査を行っている。

　表1は、その「ベビーホテルの現況」の調査に基づく、

1983年～1993年度末現在の表である。ベビーホテルの数

は全国でこの10年余り450か所前後であり、入所児数も1

1000人程から、ここ数年12000人程であり、近年若干増加

している。また～3歳児未満の割合は50％余を占め、乳

児や年少乳幼児の重要な保育の場となってきた。しかし、

その割合にも大きな変動はない。

．表1．ペビーホテルの現況調査

　　　　　　　　　　　各年度末現在

S59

S60

S61

S62

S63

H1
K2
H3
H4

Hr、5

翌6

ホテル数
（カ所）

　448

　451
432

426

463

440

444

449

420

442．
432

11，186

10，807

10，869

10，599

10，703

10，954

U，468

12，001

11，767

12，354

12，487

53．4

53．1

53，7

53．5
53

52

（厚生省児童家庭局母子福祉課調ぺ）

1．3．3保育マ々

わが国では、保育所による施設保育に重点が置かれて

いることから、家庭的保育の普及は進んでいない。しか

し、概に過去においても保育の態様の一つとして家庭的

保育があること、そしてその必要性にっいて述べられて

いる。30年以上も前の1963年に中央児童福祉審議会「保

育問題をこう考える一中間報告一」の意見では、当面の

齢1度の対策として・家庭的保育について次のように指

摘している。

『家庭に問題があり保育に欠ける状況にあると思わ

れる子どもに対する保育所以外の制度としては、家

庭的処遇を与えうるという点で家庭保育委託制度、

訪問保母制度を検討する必要がある。とくに・2～

3歳以下の乳幼児については、成入と密接な人間関

係が極めて重要であるから、この制度の活用を図る

べきである。

　この制度は、個々の子どもの状況に即応した、き

め細かい保育が可能であるという利点があるoこの

制度を立てるにあたっては、身体的精神的に極めて

未熟な状況にある子ξもの保育にあたるという点に

とくに留意して、その資格、家庭環境等にに厳しい

基準を設けるとともに、家庭保育指導の専門家によ

る巡回指導なども併せて実施する配慮が望ま しい』

　この提言は、母親が生活水準を向上させるために働い

ている場合には、その子どもの年齢や家庭状況に応じて、

後述する訪問保母とともに家庭的保育を考えるぺきであ

るとしている。この時期に「保育に欠ける」子どもに対

して、保育所と同様に家庭的保育にっいても保育制度の

メニューとしてとらえていたことは重要である。しかし・

その後の歴史的経緯によって、その後も国の保醜渡と

しては保育所だけが整備拡充され、家庭的保育の保育二

一ズは、ベビーホテル、さらにはベビーシッター業など

の民間の託児サービスとともに、制度とは無関係に推移

したo

　福川須美の調査結果によるとの、いわゆる保育ママは、

自治体の補助事業として、全国15都道府県117市・区、1

9町（1435カ所）がおこなっている。保育ママの名称は次

のようになっている。

家庭福祉員：札幌市、長野市、名古屋市、水戸市、

　　　　　東京都
家庭保育福祉員＝神奈川県、福山市、

家庭保育員：千葉県、栃木市、尾道市、北九州市、

　　　　　久留米市
家庭保育室・所＝埼玉県、豊中市、守ロ市、西宮市
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昼間里親；京都市

家庭保育ベビーセンター：大阪市　『

赤ちゃんホーム：神戸市、堺市、下関市

　このように、保育ママは都道府県、市町村レベルで既

に制度化しているところもあるが、先にふれたように国

の制度にはないo

保育ママの普及は、乳児保育・延長保育を主として保

育二一ズに充分応えるものであったこともあり、近年確

実に普及している。しかし、家庭的保育における質的な

問題も大きな課題であった。今後は、保育所保育を補完

するだけでなく、保育を必要とする子どもへの保育の充

足を可能とし、ソーシャル・サービスとしての公的な役

割を果たし得る可能性をもっている。

　また、’諸外国の保育をみると、家庭外保育における家

庭的保育、いわゆる保育ママを制度化している国が多い。

網野武博7，によれば、イギリスのテヤイルド・マインダ

ー、ドイツのターゲス・ムッターなどがその典型である。

特に乳幼児、低年齢幼児期の保育資源としては、施設保

育・集団保育よりも高い割合で活用されている。スヴェ

ーデンでは、家庭保育所的な保育ママ制度が含まれてお

り、フランスでは家庭保育所、家庭保母の両制度があり、

これらは広く利用されているo

　さて、1963年の中央児童福祉審議会の提言は、今日に

おいて一層注目すべきものがある。保育所による単柱の

保育制度から、家庭的保育を加えて、2本柱による保育

システムの確立庶、保育二一ズの多様化からも一層望ま

れるもこの点は、あらためてふれることとする。

　1．3．4　ベビーシッターの動向

　保育所による保龍捜：を補う形で、さらに近年特に多

様化した保育サービスに対応してきたのが、ベビーシッ

ターによる保育である。先にふれた1963年の中央児童福

祉審議会の答申で、同じく注目すべきことは、家庭的保

育委託制度とともに訪問保母制度の検討を促していたこ

とである。

　ベビーシッターとは、「保育される者（子ども〉の自

宅や指定された場所に出同いて保育（「訪問保育」）を

行う入、っまり、親が子どもの面倒を見られないときに

子どもの面倒を見る子守のことをいう」と定義されてい

る8》。また全国ベビーシッター協会では、ベビーシッタ

ーを「保護者等々の居宅等において直接児童を保育する

者の総称である」としている’㌔古く子育ての歴史にお

いて、子守は重要な保育者であった。しかし、都市化、

工業化が進行するにつれ、わが国では、在宅保育は急速

に減っていったo

　ベビーシッター業は、ベビーホテルと前後して登場し

てきた。 これは、以前は家事の代行業や家政婦業の一業

務として子どもの世話が行われてきたと考えられるが、

1980年代後半になって、託児を中心とするサービスを行

う事業として開設されるようになった。

　1988年、中央児童福祉審議会による厚生大臣に対する

意見具申「今後の保育対策の推進にっいて」では、r保

育所では対応しがたい一時的保育サービス」として・

「ベビーシッターサービスのあり方の検討を進める」こ

との必要性にっいて言及している。

　さらに、同年に科学技術庁資源調査会では「乳幼児期

の入問形成と環境に関する調査報告一子ども、地球21世

紀への旅立ち一」のなかで、今後の生育環境整備の課題

として、親の役割を補完するソーシャルサポートシステ

ムの一っとしての「エキスパート・ベビーシッター（仮

称）」の育成をあげている。

　日本保育協会による「保育所運営管理実態調査」（19

90）では、保育・ベビーシッター業を取り上げ・保育所

長または主任保母の保育管理者が、ベビーシッター業の

出現にっいてのどのように認知しているかについて、全

国の保育所961ヵ所の集計を行っている。

　報告書では「ベビーホテルに次いで、ベビーシッター

業が出現した理由とその背景にっいて」として・5段階

評価で次の5っの項目 を調査した結果は表2のとおりで

ある。

表2　ベビーシッター業の出現理由と背景

強　　　度
5段階評価〉

支持率
　（％）

親の都合が優先 3．6 85．1
血縁・地縁の希薄化 4．2 92．5
便宜性 4．0 94．7
家庭教師の二一ド 2．7 55．2
親との接触の補い 2．7 53．3

日本保育協会：保育所運営管理実態調査，199D

　これらから、ベビーシッター業が出現した理由と背景

にっいて、報告書でに「血縁・地縁の希薄化したこと、

また利用者としての便宜性があることによるとするとら

え方が強く出され、支配的となっている。これに対し、

家庭教師的二一ドや親の接触量を補充するといった・子

どもへの教育的働きかけとか、情緒的結合といった側面

から起きてきたとずる見方には、否定的な結果となって
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いる」としているiの。

　ベビーシッター利用の二一ズの高まりについて、「児

童関連サービス実態調査」からみてみる1ユ，。

　表3をみると・仕事をしているときが53％であり、買

物やコンサートに出かけるときが30％、冠婚葬祭などへ

の出席が23％となっている。また、表4をみると、時問

的融通がきく が65％で、続いて、一時預かり、早朝や夜

間等の利用、土日曜などの利用などが、約30％である。

また、表5では、通常の在宅保育サ■ビスが87％、保育

園・幼稚園への送迎サービスが24％となっている。

、表3　ベビーシッターを利用するとき（平成4年度）

該　　当　　数
仕事をしているとき

買物やコンサート に出かけるとき

冠婚葬祭、会合などに出席するとき

他の子ども（兄弟姉妹）の世話が大
変なとき

いっも子どもの世話をしている人が
病気もしくは出産するなどのとき

家族の看護や介護が必要なとき

旅行に出かけるとき

その他・不明

431人
228人（52．9％）

126 （29．2）

101　（23．4）

64　（14．8）

50　（11．6）

20　（4．6）

11　（2．5）

102　（23．7〉

　（注）複数回答

厚生省児童家庭局委託　財団法人日本児童問題調査会：平成
4年度児童関連サービス実態調査，1993

　これらから、次のようなことが概観できる。恒常的、

長時問の保育二一ズから一時的、緊急的な保育昌一ズ、

あるいは特に母親の生活態度や社会との関わりの広がり

がもたらした保育二一ズまで、その二一ズは多様になっ

ている。この多様な二一ズに現在きめ細やかな柔軟な保

育サービスカ泌要と思われ・保育所や無認可保育施設を

補完しっっ、普及してきたのが、ベビーシッター業であ

る。その背景には近年の若い世代の両親に家庭内保育と

いう家庭のプライベイトな部分に入り込まれるサービス

ヘの抵抗や・こだわりが薄れたこともあると思霜れる。

さらに・ これらの多様な保育二一ズに対して、従来の措

置制度による保育所は、入所対象児が限定され、入所時

期や在園期間も比較的固定しているので、柔軟で迅速な

対応も難しいことが、ベビーシッターの普及を必然的に

していると言えよう。本報告書では「子育ての環境を整

備するためには、認可保育所等の公的なサービスの一層

の充実を図るとともに、保育時問等の面で様々な需要に

柔軟に対応できる民間子育て支援関逮サービス（ベビー

シiソター、無認可保育施設等〉を健全に育成する必要が

ある」としている拗。

表5　利用したことのあるベビーシッターサービス

　　　　　　　　　　　　　　　　（平成4年度）

表4　ベビーシッターを利用する理由（平成4年度）

該　　当　　数
時間的な融通がきくから

一時預かりをしてもらえるから

早朝、夜鵬も利用できるから

土曜、日祝日も利用できるから

子どもが病気の時でも利用できるか
ら

保育所・幼稚園への送迎をしてもら
えるから

出産直後から預かってくれるから

定員オーバーで課可施設に入れない
から　

子どもが障害をもっていても利用で
きるから

その他・不明

431人
278人（64．5％〉

142　（32．9）

138　（32．0）

120　（27．8）

110　（25．5）

84　（19．5）

52　（12，1）

12　（2．8）

該　　当　　数
通常の在宅保育サービス

保育所・幼稚園への送迎サービス

新生児に対するベビーシッターサー
ビス

家事サービス付きのベビーシ・ソター

サービス

24時間のベビーシッターサービス

英会話・音楽等も教えてくれるベビ
ーシッターサービス

旅行先で旅行会社が手配するサービ
ス

その他・不明

431人

7　（1．6）

90　（20．9）

　（注）複数回答

厚生省児童家庭局委託　財団法人日本児童問題調査会：平成
4年度児童関連サーピス実態調査，1993

374人（86． 8％）
105 （24．4〉

70　（16．2）

64　（14．8〉

20　（4，6）

10　（2．3）

9　（291）

30　（7，0〉

　（注）複数回答

厚生省児童家庭局委託　財団法人日本児童問題調査会；平成
4年度児童関逮サービス実態調査4993

　しが映ペビーシッター業の出現した珪由と背景1こっ

いて、保育所がこのようなベビーシッ穿一業め出現を肯

定的に受けとめてきたわけではない。公的な保育サービ

スに携わる者がこのようなベビーシッターの利用者の保

育二一ズを十分把握することなく」公的保育サービスを
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通じて柔軟に且っ迅速に対応して；なかったことが、こ

れらの出現と普及をより促進させたと言えなくもない。

公的保育サービスの提供者とベビーシッタ，の利用者と

の壁を埋めることは、今後の保育サービスの動向を考え

る上で重要課題となると悪われる。

　私的な保育サービスが保育二一ズの必要性に応えるこ

とで、保育サービスの拡充へと結びっいたoこれは、と

りもなおさず、男女共同参画化社会に貢献していること

は見逃せないo
　保育所に限らず・様々な保育サービスを提供する側が・

保育二一ズに柔軟に対応するこ孝の今日的な社会的責任

について僕沁をより高め、子どもが健やかに育っことの

できる保育環境の整備の必要性に目を向けること力溢々

重要となっている。

1．4　保育サービスの多様化

育問題検討会をはじめとしてさまざまな論議をもたらし

ているo

　表6　特別保育事業の実施状況

事項 合計 備　考

　以上のように、保育二一ズの多様化に伴う保育サービ

スの多様化は、今日の主要な動向である。

　その背景として、著しい社会的、径済的、家庭的変容

がまず挙げられる。さらに、シャドウワークとしての家

庭内養育を、親、とくに母親のみが担うことの不可能な

状況が増大している。さらには、女性の職業に対する意

識の変化や自己実現への二一ズの拡大も、その人生設計

で大きな上ヒ重を持っようになったことも大きいであうう。

　これらをあらためて確認しっっ、公的保育における保

育サービスの多様化を見て拳よう。保育所における保育

機能の拡大としては、0歳児保育、延長保育、夜間保育

などがある。表6は、最近の特別保育事業の実施状況を

みたものである。夜間保育は全国で0．2％の実施率である。

この背景として、子どもの発逮上の保育二一ズとして2・

3の問題を指摘する。日中の保育（デイ・ケア〉を基本

とする基準や方針を考えると、現在の保育所の体制に、

必ずしも望ましい夜問保育を提供し、実施できる支援体

制⇒確保されているとはいいがたい。乳幼児の健康で健

全な生活リズムの基本を考慮するならば、夜問8時以降、

ましてや深夜に及ぶ保育所生活には、より慎重な配慮が

必要である。この特別保育事業の実施状況からも保育マ

マ、ベビーシッターを含む保育サービスのネットワーク

化と構築が望まれるといえるであろう。

1．5保育制度の見直し

保育所数

韻

騰
入所率

乳児保育

障害児保育

延長保育

保育所地域活動事業
（特別保育科目設定

　実施事業〉

夜間保育

一時的保育事業

長時間保育事業

22，637か所

1，958，796人

1，618，657人

平成4．4．1現在

厚生省報告例

平成4．4．1現在

厚生省報告例

平成4．4．1現在

厚生省報告例
　　82．6％

6，323か所　平成4，4，1現在

　（27．9％）厚生省報告例

4，065か所　平成4，4ユ現在
　（18．0％）厚生省報告例

1，118か所　平成4．4．1現在

　（4．9％〉厚生省報告例

5，495か所　3年度実績
　（24．2％）

36か所　平成4．4．1雛
（O，2％）厚生省報告例

274か所　4年度見込
（1．2％）

21か所　　4年度見込
（0．1％）

　これらあ時代的推移と近年の動向は、保育制度の根幹

を含む抜本的な見直しの必要性を求めている。また・保

（厚生省児童家庭局『厚生省報告例』および児童家庭局調ぺ）

　「保育に欠ける」という措置による対応の限界につい

て検討する必要性が高まってきた。近年の家庭養育機能

の低下は、養育について家庭とともに社会もそれを担っ

ていく必要が出来てきた。特に乳幼児にとって、保育環

境を必要とすることからも・「保育に欠ける」から「保

育を必要とする」子どもを視野においた展開が求められ

ているo

　この動同は、保護者や社会の保育二一ズヘの対応の在

り方と共に、最も配慮すべき子ども自身のもつ保育二ず

ズヘの対応を求めているといえるであろう。すなわち、

児童福祉法第1条で、『すべての国民は、児童が心身と

もに健やかに生まれ、且っ、育成されるよう努めなけれ

ばならない』と定め、および第2条で、『国及び地方公

共団体は、児童の保護とともに、児童を心身ともに健や

かに育成されるよう責任を負う。』と定めている。高い

理念を真に実現する「保育を必要とする』子どもを視野

に置いた展開が今いよいホ求められる。

　こうした状況は、児童福祉法制定以来畏年に渡って機
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能してきた保育所のソーシャル・サービスの転換期であ

ると言える。それは、近年の多様化する保育二一ズに保

育所だけでは十分に対応できないこと、つまり保育所を

保育制度の骨格としてきた制度自体の硬直化も意味して

いる。

2．保育ネットワークの構築

2．1　「点」から「線」への対応

　制度というもの鉢、同一与件同一処遇を原則とするo

設定された保育要件に該当する限りにおいて、二一ズに

対応できる。いわば、「点」の集合である。従って、上

記の課題を解決する方法として、すべての「点」に対応

する方向、即ち個別の保育二一ズにすべて対応する公的

保育サービスは・制度がすべての二一ズを包含しない限

り不可能であるoそこで、これまでの保育資源、保育サ

ービスのそれぞれのメリット、デメリットを分析すると、

相互の関連性ならびにシステムの有効なあり方潮明確に

なる。即ち・公的保育の必要な範囲、程度を明らかにし、

措置による保育、公的助成による保育の体系が明瞭にな

るoいわば、「点」から「線」への拡大による保育二一

ズヘの機能的対応である。

2．2　「線」から「面」への対応

　このような制度的、公的保育に加え、私的保育廿一ビ

スの動向を関連させてみていくと、私的保育が持つ公共

性め意義は、今日無棍できぬ程に高まりっっある。相互

のセルフヘルブ的保育は言うまでもなく、営利事業とし

ての性格を持つ託児ルーム、訪問保育・在宅保育事業に

対しても・公的な関心が高まり・一部助成が図られっっ

ある。この動向は、保育という社会の営みを総合的に

「面」としてとらえ直すとき・保育資源が今日における

重要な心理的親、社会的親としてそれぞれが果たさなけ

ればならない役割を担うために機能しているという、子

育てにおける歴史的必然性をおぼえさせるo

近年の動向は、r 半世紀の実績を持っ保育所を主柱と

する公的保育と、過去の子育ての歴史に常に存在してい

た在宅保育者が再び歴史の舞台に登場しっっある私的保

育とが相互の役割をあらためて模索しっっある状況であ

りヤむしろまだ対立、対峙している状況である。一しかし、

保育の動向を分析すると、．「点」から「線」へ、そして

r線」から「面」への展開の中で｛実の親と共に、’亡理

的親、社会的親としての多様な保育資源、保育者の相互

の協力や連携は必要不可欠なものになりっっある。

表7　これからの保育の様態

保　　育　　の　　場

家庭内保育 家庭外保育

保育の方法

家庭内保育

個別保育

セルフヘルプ・グループ

ビーシッター

セルフヘルプ・グ浄一プ

育ママ

施設保育

集団保育

保育所
種保育施設
児ルーム等

3．保育サービスにおける公私の連携

3．1今後の方向

　既に多くの国民的関心のもと、開拓的にすすめられっ

つあるわが国の高齢者福祉保健施策においては公的な体

系に、私的事業、民間企業の参入が図られ、公私6連携

がすすんでいる。これらゴールドブランに対しζ具体的

にすすみつつあるエンゼルプランは、その多くが保育施

策とかかわるものであり、今後公私の連携の必要性が高

まる動向には共通のものがあるo

　従って、「保育を必要とする」子どもたちのたあによ

り望ましい保育ネットワークを構築し、展開させる上で、

公私の連携を図るための種々の問題点や課題を検討する

ことは・保育制度における措置のあり方と共に重要な課

題である。

3，2訪問保育・在宅保育と保育ネットワーク

　そこで、近年特に注目されっっある訪問保育・在宅保

育を例にとり、今後保育ネットワークに蓄ける公郵の連

携の方向を考察すると、次の三点にまとめることができ

ようo

　第1には、私的保育サービスとしての訪問保育・在宅

保育が、多様化する保育二一ズに対応するために、保育

制度の主柱である保育所の補完的機能を果たす側薗であ

るo

　第2には、その保育制度の主柱である保育所の今後の

拡大的機能として必須とされる地域保育センターのシス

テムの一環として、これら訪問保育・在宅保育が関連づ

けられることによって支援的機能を果たす側面であるo
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　第3には、保育ネットワークにおける保育資源の一環

として、これら訪問保育・在宅保育が位置づけられるこ

とにより、積極的保育機能を果たす側面である。公私の

連携の基本的なあり方からみると、図1のように、公的

保育の責任が徐々に私的保育の領域にまで拡大される方

向が示唆される。

　これらの保育サービスがシステムとして機能し、重要

な保育資源となるとき、訪問保育・在宅保育が公的保育

の｝環として助成、奨励される段階から・むしろ地方自

治体の、やがて国の制度として組み込まれる可能性も決

して皆無ではない。その際には、家庭的保育、いわゆる

保育ママ瀞渡も包含した保育ネットワークの構築力泌要

である。

育

注）

私
的

保
育

　　〆　　，’
　　■　，’
　■’
　■’　　　　　　　　　　　，’

ノ　　　　　　　，’

‘一胃冒畠‘一．

公
的

保

私立保育所
公立保育所

く民間立＞〈公立＞

民間保育企業・事業体
法外保育施設・事業体

D網野武博＝働く女性の支援体制，一安心して働くために

　一，Spica第1巻子どもと健康，p63，1993，ダイレック
3， 政管理庁行政監察局：ベビーホテル対策に関する調査

結果報告書，1983

の堂本暁子編＝ベビーホテルに関する総合調査報告，1981
弓） 脇隆夫：ベビーホテルの実態と問題点、ジュリストNα

　744，1931
5》 嶋恭二＝従来型社会福祉と福祉産業との関係一養護を

　中心に一，社会福祉研究VoL48，p39～46，1990・

の福川須美＝家庭的保育制度にっいての実態調査，1992
7） 会保障研…躍：現燭実と社蝋p99，1994，鯨

　大学出版会

の国民生活セ契ター＝データーバンク　ベビーシッター業，

　P7，1991
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　ヨ麟，P1，1993
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切同上

図1　保育の公的責任と公私の連携の体系
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